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問題の所在
J.A.ク レーゲル は,「 シ ドニ イ ・ワイ ン トゥラウプ の ミ'クロ経済学 のマ ク
ロ的な基礎 と分配 の理論」 という論文 のなかで,ハ ロ ッ ド,カ ー ン,カ ルダ
ア,そ して ジョオ ン ・ロビンソ ンな どのよ うに,ケ イ ンズ理 論を解説 し改善
した初期 のほ とんどすべての人 々 は,価 値 と分配 の分野 にお いて経済学の訓
練 を厳 しく受 けた人 々であ り,こ のよ うな背景 の もとで,分 配理論 の論究 に
あたらてケイ ンズの著作 の含 みを迅速 に検討 す るよ うにな ったの もそれ ほど
驚 くにはあた らない と説 明 した うえで,実 はシ ドニイ ・ワイ ントゥラウプ も
またイギ リスの同時代 の人 たちに対 して例外 で はな く,つ とに 「価値 と分 配
理論」 の訓練 を受 けた一人 なので あると述 べて いる(Kregel,1985,p.540)6
ワイ ン トゥラウプは,価 格理論家 たちに対 す るケイ ンズの挑戦 に関 して,
かれ独特 な価格理論へ の取組 みにおいて,ア メ リカの多 くの同僚 たち より も
はるか一層問題 の意味 を認識 していた。 それは一方 ではケイ ンズ理論 殊 に
総需要 と総供給 とい う決定的 に重要 な概念 に対 す る ミクロ的な基礎 づ けの定










書 『所得分配の理論への接近』(Weintraub,1958)に おいて,所 得の決定
の理論 と所得の分配の理論とは相互依存的であり,こ れらの巨視的な理論の
基礎には企業水準における要素雇用の首尾一貫 した理論が据えられていなけ
ればならないと考えた。かれは,斬 新な手法で,所 得決定の理論 と分配理論
との総合を企て,所 得の分配が需要だけで決定 されるという見解を斥けて,
要素を雇用 し,所 得の支払いをお こなう企業の立場にたって,生 産要素の生
産性という現象を考慮にいれ,職 能的な所得の分配が雇用 と産出高の変化に






の も,分 配の現象 というのは,経 済 ・社会のいろいろな行動様式が錯綜 した




総 じて,需 要がそれ自らの供給を産み出す フレーム ・ワークと,物 価現象を
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所与 と仮定 した精巧 な45度 線 図表,さ らに貨幣 は外生 的 であ り,労 働 市場
はい っさい登場 しない ピックス流 のIS,LMモ デルをよ り多 く展 開 した。 こ
れ に対 して,ワ イ ン トゥラウプは,イ ンフレー ションにおけ る貨幣賃金 の役
割,総 供給曲線 の特定化,『 一般理論』 の集計 量概念 に内在 す る ミク ロ経済
学的 な基礎,な らびに ピックスーハ ンセ ンやサ ミュエルソンのフレーム ・ワー
クでは簡単 に取 り扱 うことの できないよ うな多 くの問題 を論究 し,分 析 した
(Kregel,1985,p.541)。
ク レーゲルによれ ば,ワ イ ン トゥラウプの価格理論 に対す る新奇 な理解が,
かれのいわゆ る"需 要支 出曲線"(demandoutlaycurve)でいい表 したケ
イ ンズ理論 の ミクロ的 な基礎づ け と,そ の上 さらに労働需要 のよ うな ミクロ
経済学的 な概念 に対す るマク ロ的 な基礎 の定式化 への関心 を導 くに至 ったの
である。 こうした関心が,ケ ンブ リッジのかれ と同時代 の同僚 た ちとは本質
的 に違 った ケイ ンズ理論 に内在す る分配分析 を もた らしたので ある(Kregel,
1985,pp.541-2)o
「価格論者 と して ワイ ン トゥラウプに最 も大 きな印象 を与 え た よ うにお も
われるケイ ンズの論点 は,競 争 的な ミクロ理論 で想 定 して いるよ うに,産 出
高 と雇用 が完全雇用水準 において 自動 的に与 え られな い場合,総 需要 と総供
給 の枠組 みだけでは完全雇用以下 の産 出高 水準が どんなふ うに決定 され るか
を十分 に明かにす ることがで きない ということであ った。すなわ ち,内 生的
に決定 された産 出高水準 と合致 した ミクロ水準 にお いて競争的な個々人の意
思 決定 の分 析 を価格 理論 を書 き直す こ と もま た必 要 で あ った。」(Kregel,
1985,p.542)
ワイ ン トゥラウプは,先 ず,ケ イ ンズの総需要 ・総供給概念を ミク ロ的 に
基礎 づけ ることか ら取 り組 んだ。 さ らにまた,か れ にと って,ケ イ ンズの雇
用水準 決定 の理 論 との関連 で,労 働 に対す る需要 ・供給 を ミクロ経済的 に描
写 す るに は,こ れ らのマ クロ的な基礎 づ けと両立 しうるよ うな再定式化 を図
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らなければな らな いとい うことであ った。 この再定式化 は,労 働市場で決定
さ,れるのは貨 幣賃 金で あって,実 質 賃金 で はないと認 識す ることによ って な
された。 こうした追求 の筋道 を辿 ってい くと,結 局,貨 幣賃金 と生 産性 に立
脚 した物価 に関す るあ る特定の説 明 と結 びつ くこと にな る。(KregelL1985,
p.542,Weintraub,1959)
1.総 需 要 の ミ ク ロ的な基 礎
この分析 の型 は,『 価格理論』(Weintraub,1949)の 中の 「動 態分 析」 と
題 した節 にお いて,最 初 の創意 に富ん だ基礎が形成 された。そ こでは,時 間,
不確 実性 な らびに継起的 な調整過程 がす べて分 析 の なか に組 み込 まれ た。
「経路分析」 の章 におけ る 「連続的 な需要 の変化」 と 「供給 の需 要追 い付 き
過程」 に関す る論 究で は,殊 に総需要 の ミクロ的 な基礎の概念化 に対す るワ
イ ン トゥラウプの理論 的 な経路 の追求 に大 きな関心が示 されて い る(Wein-
traub,1949,pp.420-21,Kregel,1985,p.543)。ク レーゲル は,総 需 要 が突
出す る場合 が考 え られ るか ら,需 要 の周期 的な減少 は周期的な供給 に等 しい
とい う特殊 な意味 にお いて,需 要 と供給 は相互依存 的であ り,こ の需要 と供
給の相互作用 をケイ ンズ流 の分析 に適応 す るには,総 需要 の変化 が産出高 と
雇用 の変化 に関係 してい ることを認 め ることが必要 であ った し,こ れが"需
要一支出曲線"の 創出 に取 り組 む ことにな った経緯 であ ると述 づてい る。 こ
の需要一支出曲線 こそ総需要価格 の決定 に係 わる個別企業 に直面 す る需要 曲
線 にほか な らない(Kregel,1985,p.544)。
ここで,総 需票関数(L)の 概 念は総供 給関数(z)と 関連 させて 用 い ら
れ る。図1(a)に おいて,産 業部門Aの 供給曲線が.soで 表 示 され る。 価格
がP,の とき,産 出量 はQ1で 決定 され る。 産業部門AがQ1を 生産 し,Nの
数 量 を雇用す るのに必要 な総供 給価 格 はZ1=P,Q:と して表 わ され る。P
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のと きには,Z2=弓92と な り,以 下同様 であ る。 供給 価格 がPの ときの
需要量 はQ;で あ ると してよい。 この需要量 はQ;>Q重 であ る。 こ う して,
Pで 意 図 した総需要支 出はD=P,Q;と なる。収 益逓 減 の仮定 の もとで,
物価 がPに 上 昇す ると,産 出量 はQ2の よ うに増 加 す る ことに な る。Q2は
価格 がPの とき予想 され る産出量 であ る。産 出量 がQ,に 増加 す ると,雇 用
水準 も引 き上 げ られ,こ れに適 した需要量 は 鱗 であ り,価 格 鳥 で意 図 した
総需要支出 はD;=iPiQ2と な る。 この ように して,産 業 部 門Aに 適 当 した
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この需要一支出関数は,産 業部門Aの 産出高の増大 とそれと関連 したB,
C… と兼ねてまた総合経済における要素所得の支出の増加とに立脚 するもの
なのである。種々様々な供給価格Pに おいて,こ れに呼応 した供給量 に内
在する雇用水Nに おける所期の需要量を結びつけると,(D-0)tの 連続
曲線が得 られる。産出高,雇 用量ならびに総要素所得が変化するにつれて一
例えば,図1(a)に おいて産業部門Aの 生産がQ1か らQ2に 増大す る場合
には一産業部門の需要曲線は図1(b)に おいてはDlか らD2へ と上方 に移
動するので,価 格が 名 であるときの特定の需要量 はD,上 よりもむ しろD2
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上 にみ られ る もの としてよい。(Weintraub,1957,pp.460-1,1958,p,31)
ワイ ン トゥラウプの総供給関数 はZ=uノ 〉+F+Rと して定義 され る。 こ
れは各雇 用水準 における売上高 の賃金所得,固 定的 な所得,利 潤所得 などの
所得類型 への分配 を表 わ して いる。 ただ し,こ こで消費支出を考慮 した場合,
利潤 の一部 が留保 され,ま た一 部の もの は政府か らの移転支出を受け取 るが,
個人所得 が課 税の対象 とな って いる以上,消 費 のたあの支配処 分可 能な個人
所得YがZに 等 しくな る必要 はない もの と考 える。個人可処 分所 得Yは,
Yd=ω1v+F+んR+(z-7三)
と して表示 される。んは所得 と して支払 われる利潤 の割合 を示 す。 ④ は移転
所 得 を表 わ し,T,は 個人所得の控除額 を示す。ω2Vとhが 存 在 す る以上,
Y=Y(Z)と な る。 ただ し,Z=Z(N)で あ る(Weintraub,1958,p.30)。
ワイ ン トゥラウプは,所 得受領者の消費行動 によって産み出 され る産業部
門 の産 出高 に対 す る種々様々な需要支 出曲線の形状を検討 した うえで,か れ
はい ろいろ違 ったN .の水準 と連結 した総計的・な消費需要関数D.と 消 費支 出
に比 べる と比較 的簡単 に描かれ る投資需要 関数D.の 型 を分 析 し,こ れ らの
需 要 支 出 曲 線 の 総 計 つ ま り右 上 が りの 逓 減 的 な 総 需 要 曲 線 を 導 く
(Weintraub,1958,pp.30-39)。
われわれ は,こ こで,貨 幣賃金 の変化 の影響 を問題 にす る。 ケイ ンズは,
『一般理論』 にお いて 「貨幣賃 金 の変 動」 を扱 った章 で,古 典学 派 の貨 幣
賃金 の変化の影響 に関す る説明 には根 本 的 に意 見 を異 に して い ると述べ,
「私 の理 論 と この理 論 との相 違 は,主 と して,分 析 の相違 で あ る」(J.M.
Keynes,1936,p.257)と 論 じた。 ケイ ンズは,貨 幣 賃金 が変 化 すれ ば,決
ま って雇用 と実 質所得の地位お よび物 価水 準を変更す ることにな るか ら,古




ワイ ン トゥラウプは,こ こで,D関 数 とZ関 数 の双方 が,貨 幣 賃金 水準
の上昇 を反映 して,パ ラメ トリックに上方 に移動 する もの と考 え る。 それゆ
え,均 衡的 な雇用量 は,貨 幣賃金 の上昇 によ って生 ず る新 たなZ曲 線 とD
曲線 との交点で確認 される ことになる。分析 の結論 と していえ ることは,貨
幣賃金 を変更 した うえ,zとDと い う二 つの 曲線 のお のお のの交 点 に着 眼
して,わ れ われ は,ZとDの 移動か ら均 衡 的 な雇用 水準 を抽 き出す ことが









図2に お いて,1)ノ とZ'の 曲線 は,い わばw'の 貨 幣賃 金 を反映 した もの
で ある。私 とい う均衡 的な雇用水準 が ω'の 貨幣賃金 に見合 った労働 の需要
点 となる(Weintraub,1958,p.110)。
ワイ ン トゥラウプの ミク ロ的な基礎 づけの議論 において,総 計 的な曲線 の
安 定性が,主 に不完全雇用均衡 の議論 に とって重要 であ ったよ うにお もわれ
る。 ミクロ的 な基礎づ けに立脚 した総需要 ・総供給 曲線 によ って生 み出 され
た均衡の安定性 に関 するワイ ン トゥラウプの分析 において,所 得 の分配 は中
心 的な役割 を果 た した。実際,ワ イ ン トゥラウプはっ とに分配 の限界生産性
説 にとって ケイ ンズ理論 が有害 であると認識 していたが,そ の主題 はかれの
(387)59
政経論叢 第67巻 第3・4号
『価格理論』 ではまだ検討 され ていなか った。 しか し,限 界 生産 性 と非効 用
で は生産要素 の需要 と供給 な らびに要素 の実質 的な相対 価格が決定 され ない
とす れば,何 がそれ らを決定 するのか,ま た価格理論 に よって解決 され るべ
き問題が もはや存在 しない とす れば,何 が分配 を決定 す るのか。 ワイ ントゥ
ラウプは,ケ イ ンズの総需要 と総供給 の概念 を利用 す ることで,こ れ らの問




線がどんなふ うに導出されるかを示 した。 図3に よれば,最 初の位置は,
Z,_D1で ある。貨幣賃金率がw,の ときの労働需要 はNで ある。図9の 貨
幣賃金一雇用空間には,w,一1V1の 労働需要点が与え られている。 図3に お
いて貨幣賃金の水準が変わると,ZとDの 交点 の変化 と,こ れ と関連 した



































生み出す。すなわち,ZF2=D2の 交点には,w2-N;の 労働需要点が対応 す
る。 この曲線の傾 きは,他 の事情にして等 しいとすれば,い ろいろ違 った貨
幣賃金水準が総供給に及ぼす影響 に比べて,消 費と投資に及ぼす影響,つ ま
り分配 と投資に与える効果によって決まることになる。こうして,労 働需要
曲線のマクロ経済学的な基礎が労働需要と貨幣賃金に連結するのである。
総供給L"と 総需要Dは,双 方 ともに,貨 幣賃金率 と雇用水準との関数 で
ある。すなわちZ=f(w,N)で あり,D=f;(u,1>)で あるか ら,均 衡に
おいて,総 需要 は総供給 に等 しく,い ったん貨幣賃金率が明確になるや否や,
均衡雇用水準は決定されることになる。図3に おいて,貨 幣賃金率がw,で
あれば,総 供給関数 はZ1で あり,総 需要はD,で ある。その結果生ずる雇用
水準はNで ある。総供給Zlと 総需要D,の 交点が有効需要点 である。貨 幣
賃金率がwか らw,へ 上昇すると,総 供給関数と総需要関数 はそれぞれz2
とD;へ 移行 し,新 しい有効需要水準は璃 である。 これ ら二つの有効需要
点から労働需要曲線DIが 引き出される。
図3に おけるuの 変化が二つの効果を生み出す ことが指摘 される。 すな
わち,.wの 変化がZとDの 交点に内在する物価水準 に同時に作用 し,こ う
してまた貨幣賃金の動向と実質賃金の動向とのあいだの関係にも作用すると
いうことがそれである。 まず第一に,貨 幣賃金の上昇は供給価格に影響を与
え,こ うしてまたZ曲 線の高さにも影響す る。第二 に,貨 幣賃金の上昇 は
新 しいZ曲 線 と新 しいD曲 線とが交差する雇用水準に影響を及ぼす。
貨幣賃金がw,の 場合,総 供給曲線と総需要曲線の交点で労働需要N,が
与え られ,そ のときの賃金財の価格はρ査であるものとしてよい。 これは,
図4に おいて,実 質賃金,な らびに労働者が提供 したいか もしくに提供 を
「意図する」労働量の測定を可能にする。労働提供曲線は,労 働供給曲線S
上の諸点から構成 されている。s,は,物 価水準がpで あるとすれば,労 働
がどれだけ提供されることになるかを表 している。貨幣賃金がw2に 上昇 す
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れば,物 価はρ2に上昇 し,こ れに相応す る労働供給曲線はS2で ある。w,
で 「意図 した」労働提供は1呼 であり,N`一N,の 差 が非自発的な失業で,・
水平な矢印で示 される。ω,ρ のそれぞれの組合わせに対応 して,意 図 した
労働提供が存在 し,こ れ らの意図 した労働提供を連結 した軌跡が労働提供曲
線(L-0)に ほかならない。
関係の労働提供曲線(L-G)を 導出する段取りは,そ う簡単 なものでは
ない。それというのも,ケ インズの分析が 「貨幣錯覚」に依存するという通
俗的な陳述が避け られないとすれば,労 働供給の意思決定を特定化すること





需要支出曲線は,所 得水準(な らびに貨幣賃金)を 所与 と仮定 した場合,
所期の支出を表 した生産物需要曲線上の各点から導 き出されたのとちょうど
同 じように,想 像上の物価水準が変化すれば,労 働提供曲線は労働供給曲線












ミクロ的な労働需要曲線が現実の ない し市場の労働供給径路 を支 え るのと全
く同 じように,現 実の ない し市場の総需要曲線 を支 えている。
ケイ ンズの雇用関数(Z関 数の逆数)を 構築す るために,ワ ィ ン トゥラ ウ
プの分析を拡張解釈す ることによって,総 供給価格 と労働需要 曲線 とのあい
だの同一性 を見つ けること も可能で ある。 投資水準 が上昇 すれば,有 効需要
水準 が増加 す るため,図3のZ1とD,の 交点 は,図5に おいてZ1とD2の 交
点 つま り労働需要N;を 与 える。新 しい労働需要DΣ は,図6に お いて,こ
れ と関係づ けた労働供給点(労 働供給径路L-O')を 得 るこ とにな る。 有
効需要水準 の増加 と雇用水準が より低 い実質賃金 と連結 したケイ ンズ的な仮
説 に基づ くと,L-02はL-01の 左側 に位置す るであろ う。 図6に おいて,
貨幣賃金がwの とき,非 自発 的 な失業 は!岬 一N,で ある。 投 資 の増 加 は
(〈らヨ 橘)と い う追加的 な労働 を必要 とす る。 この労働需要 の増加 が い きお
い経済 システムを して貨 幣賃金 をw;に まで押 し上 げ 「半臨界点 」 を通 過 す
ることになる場合,図5に おいて,Z1とD2はZ2とD<にシフ トし,最 終 的
にN.の 位置がえ られ る・。図6のNの 水準 は,ケ イ ンズの雇 用関 数Nを 得
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て さ しつか えない。
図4に おいて,非 自発 的な失業 は,個 別 の労働市場水準 において存在 し,
D1曲 線 の右側 のL-O曲 線 との水平距離 で示 された超 過供 給 を表 す矢 印 が
それであ った。 これにひ きかえ,図6で は,あ る有効需要 と貨幣賃金 の水準
で,1)乙=L-0の 関係が成立 してい る場合,労 働市場 はマ ー ケ ッ ト・ク リ
ア リングであ る。 しか しなが ら,'こ の点 は完全雇用均衡点 を表 して いない。
それ とい うの も,有 効需要の もう一 層の増加が さ らに雇用 を増加 させ るはず
だか らであ る。非 自発的 な失業 がマ ーケ ッ ト・ク リア リングな労働市場 と共
存す る といわれ るの は,ほ かな らぬ こういう意味 にお いてであ る。 図式で表
すと,図3に お ける最初の均衡 点を1)o=Zoと 仮定 す れば,図4で は貨 幣
賃金 ω0でDL曲 線 と交差す るSO曲 線 が得 られ ることが分か る。 同時 に また
図6で は,ωoの 場合 には,均 衡点 は1)L=L-01の 場 合 に成立 す る。 そ こ
で,雇 用 関数NがDと 五一〇 の均 衡点か ら成 る もの と して よいか ら,マ ー
ケ ッ ト・ク リア リングは,N曲 線上 のあ らゆる点 に存在 す る。 ただ し,完
全雇用均衡が達成 され るのはNが 垂 直 の場 合 にか ぎ られ る(Kregel,1985,
p.554,fn.2).。 この場合,完 全 雇用均衡 が意味 を もつ の は,雇 用関 数1Vが
垂 直の ときにか ぎ られるのであ る。 ケイ ンズが このよ うな仕組 みを示唆 した
の も,お そ らく,ど のよ うな非 自発的 な失業 で も労働市場 の諸条件 だけでは








のマクロ的な基礎づけの組み合わせば,こ うして,伝 統的に ミクロ理論 に帰
着 した分配理論に代 ってマクロ経済的な分配理論の探究へと導いた。 こうし
た論究に誘導されて,か れの最初の最 も重要な書物,『 所得分配理論への接
近』が刊行された。ケンブリッジのかれと同時代の人たちが練 っていた総計
的な分配理論に対 して,ワ イントゥラウプの理論は,分 配を総需要 と総供給
を等 しくさせる消費の調整過程の一部 と考えていたので,問 題は最初から短
期的な観点か ら考慮されていたことになる(Kregel,1985,pp.555-556)。
このような分配の取組み方は 「強制貯蓄」という古い学説に近いものであっ
た。 ワイントゥラウプは,雇 用の増加 と物価の上昇をともなう所得の分配 に
み られる不可避な移動を査定するさいには,「強制貯蓄」 とい う主題につ い
て論 じなければならないと述べている。!Vが どち らかといえば低 かった歴
史的な事実に比較 して!>Fの水準が高い今日においては,「強制貯蓄」はひじょ
うに現実的で普通にみられる経験である。実際には,1>とZが 増加 して い









「他の多数の"ケ インジアン"が 忘れていたよ うに,物 価の決定 における
賃金率や生産性の重要性ならびにそれ らが分配に与える影響など,供 給側の
考察は,常 に,か れの分析ゐ中心にあった。それはまたなぜかれがケンブリッ
ジの"限 界分析"批 判に対 して決 して関心を示さなか ったかを説明す るのに
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役立 っ。 それ とい うの も,ワ イ ン トゥラウプは,供 給側 の考察 を価格理論 を
ま ともに勉強 した研究者 であれ ばだれで も完全 に明瞭 である,と 考 えていた
か らであ る。 研究者 たちが確信 したの は,産 出高水準 は完全雇用 において自
然 に決 まるわ けで はない し,ま た首尾一貫 した ミクロ理論 であれ ばマク ロ経
済 的な基 礎づ けを見つ けなければな らな いということで ある。 こ うして かれ
はケ インズ的な マクロ経済変数 の ミクロ的な基礎づ けを提供 しよ うと試 みた
し,同 時 に また労 働需要の ような ミクロ経 済的な関係 と分配理論 に対す るヤ
クロ経済 的な基礎 を提供 しようとも試 みた。」(Kregel,1985,p.557)
要 す るに,ワ イン トゥラウプの出発点 は,ケ イ ンズの長 期的 な拡張解釈で
はな く,ケ イ ンズの洞察を内部 的に筋 の通 った ものに させ るように経済理論
を再構成 す ることであ った。
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